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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第140期
第１四半期
連結累計期間

第141期
第１四半期
連結累計期間

第140期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （百万円） 92,690 89,939 413,732

経常利益 （百万円） 6,756 5,490 40,717

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 5,112 3,080 30,161

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 10,759 △11,287 17,077

純資産額 （百万円） 231,261 232,525 246,892

総資産額 （百万円） 438,616 422,112 412,772

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 19.85 11.54 114.01

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 51.13 53.68 58.25

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

いません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、KBC Advanced Technologies Limited（旧社名：KBC Advanced

Technologies plc）の株式を取得し連結の範囲に含めています。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　本項の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものです。

 

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日～平成28年６月30日）における、当社グループに関連する市場の認

識は以下のとおりです。

 

原油価格には底打ちの兆しが見られるものの、引き続き安値圏での推移となったことから、エネルギーや素材関連

市場においては、資源開発関連投資の遅延や停止など厳しい市場環境が継続しています。一方、日本をはじめとする

資源輸入国や原燃料コストの低下の恩恵を受ける企業部門では、引き続き投資押し上げ効果がみられています。

このように市場環境は一様ではありませんが、長期的には新興国を中心とした人口増加や世界経済の成長に伴う資

源・エネルギー需要の増加基調が続くと見込まれることから、エネルギーや素材関連市場の設備投資は地域や企業部

門により強弱はみられるものの、全体としては拡大傾向が継続すると考えています。

ただし、今後も為替や原油価格の急激な変動、地政学的リスク、主要市場における政治経済情勢の急変などを引き

続き注視する必要があります。

 

＜当社グループの取り組み＞

このような事業環境において、当社グループは中期経営計画“Transformation 2017”に基づき、英国KBC

Advanced Technologies plc(以下「KBC社」)を買収するなど、積極的な事業活動を展開しました。

当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績は、主に円高の影響により、前年同期比で減収減益となり

ました。売上高は主力の制御事業が実質ベースでは底堅い伸びを示しましたが、円高の影響を受けて、前年同期比で

27億円減少しました。営業利益は、円高の影響およびKBC社買収に伴う一時費用やのれん償却費の増加などにより前

年同期比で15億円減少しました。また、親会社株主に帰属する四半期純利益は、営業利益の減少に加え、特別利益の

減少などにより、前年同期比で20億円減少しました。

 

業績の概況は以下のとおりです。

 

 
28年3月期

第1四半期連結累計期間

29年3月期

第1四半期連結累計期間
差異 増減率

売上高 926億90百万円 899億39百万円 △27憶51百万円 △3.0％

営業利益 66億40百万円 50億87百万円 △15憶53百万円 △23.4％

経常利益 67億56百万円 54億90百万円 △12億65百万円 △18.7％

親会社株主に帰属する

四半期純利益
51億12百万円 30億80百万円 △20億32百万円 △39.8％

(参考)1米ドル平均レート 121.78円 108.53円 △13.25円 -

 

セグメント別の概況は以下のとおりです。

 

＜制御事業＞

 
28年3月期

第1四半期連結累計期間

29年3月期

第1四半期連結累計期間
差異 増減率

売上高 835億76百万円 812億87百万円 △22億88百万円 △2.7％

営業利益 65億18百万円 52億1百万円 △13億16百万円 △20.2％
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　制御事業の売上高は、資源・エネルギー・素材関連投資の増加やプラント設備関連の更新および運用・保守サービ

ス需要の増加などを背景に、日本市場は底堅く推移したものの、海外市場は主として円高の影響により、前年同期比

23億円減少しました。また、営業利益は、売上高の減少に加えて、KBC社買収に伴う一時費用やのれん償却費の増加

等の影響もあり、前年同期比で13億円減少しました。

 

＜計測事業＞

 
28年3月期

第1四半期連結累計期間

29年3月期

第1四半期連結累計期

間

差異 増減率

売上高 50億14百万円 47億68百万円 △2億45百万円 △4.9％

営業利益 2億73百万円 1億47百万円 △1億25百万円 △45.9％

　計測事業は、売上高・営業利益ともにほぼ前年並みでした。
 
 

＜航機その他事業＞

 
28年3月期

第1四半期連結累計期間

29年3月期

第1四半期連結累計期間
差異 増減率

売上高 40億99百万円 38億82百万円 △2億16百万円 △5.3％

営業利益 △1億51百万円 △2億62百万円 △1億11百万円 -

航機その他事業は、売上高・営業利益ともにほぼ前年並みでした。

 

（２）財政状態に関する説明

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、KBC社買収の影響などにより、前連結会計年度末に比べ93億40百万円増

加し4,221億12百万円となりました。また、負債合計は、KBC社買収に伴う短期借入金の増加などにより、前連結会計

年度末に比べ237億７百万円増加し1,895億87百万円となりました。純資産は、為替換算調整勘定の減少などにより、

前連結会計年度末に比べ143億67百万円減少し2,325億25百万円となりました。この結果、自己資本比率は前連結会計

年度末に比べ4.6％低下し53.7％となりました。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更はなく、また、新たに生じた

課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針を決定する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次のとおり

です。

 

会社の支配に関する基本方針

 ① 基本方針の内容

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、なにより当社の企業価値・株主共同の利益を確保・

向上させていくことが可能な者である必要があると考えています。

当社グループは、企業理念を「YOKOGAWAは 計測と制御と情報をテーマに より豊かな人間社会の実現に貢献する

YOKOGAWA人は良き市民であり 勇気をもった開拓者であれ」と定めています。この理念のもとに、企業活動を健全に

継続し、企業価値を最大化する「健全で利益ある経営」をするとともに、お客様の視点で、お客様の付加価値向上

につながるソリューションサービスを提供することで、地球環境保全、持続可能な社会の実現に貢献していくこと

が、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上につながるものと考えています。

また、当社は、公開会社として当社株式の自由な売買が認められている以上、特定の者の大規模な買付行為に応

じて当社株式を売却するか否かは、最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきものと考えており、当社株式に

対する大規模な買付行為があった場合においても、これが当社の企業価値の向上及び株主共同の利益に資するもの

であれば、これを一概に否定するものではありません。

しかしながら、当社株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、株主や会社に対して、買付に係る提案内容や

代替案を検討するための十分な時間や情報を与えないもの、買付目的や買付後の経営方針等に鑑み、当社の企業価

値・株主共同の利益に対する侵害をもたらすおそれのあるもの、株主に株式等の売却を事実上強要するおそれのあ

るもの、買付条件が当社の企業価値・株主共同の利益に鑑み不十分又は不適当であるもの等、企業価値・株主共同

の利益に資さないものも想定されます。

　このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適

切であると考えています。
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　② 基本方針の実現に資する取組み

当社は、上記の基本方針を実現するため、企業理念のもとに、企業活動を健全に継続し、企業価値を最大化する

「健全で利益ある経営」をするとともに、お客様の視点で、お客様の付加価値向上につながるソリューションサー

ビスを提供することで、地球環境保全、持続可能な社会の実現に貢献していくことに加え、以下のとおりコーポ

レートガバナンスの充実に取り組んでいます。

当社グループでは、健全で持続的な成長を確保し、株主の皆様をはじめとするステークホルダーからの社会的信

頼に応えていくことを企業経営の基本的使命と位置づけており、「健全で利益ある経営」を実現するための重要施

策として、コーポレートガバナンスの充実に取り組んでいます。

当社取締役会では、当社グループの事業に精通した取締役と、独立性の高い社外取締役による審議を通して、意

思決定の迅速性と透明性を高めています。また、社外監査役を含む監査役による監査を通して、取締役の職務執行

の適法性、効率性、合理性、意思決定プロセスの妥当性等を厳正に監視・検証し、経営に対する監査機能の充実を

図っています。

 

当社グループでは、コンプライアンスの基本原則を『YOKOGAWAグループ企業行動規範』として定めており、取締

役が率先して企業倫理の遵守と浸透にあたっています。また、財務報告の信頼性の確保及び意思決定の適正性の確

保などを含めた『YOKOGAWAグループ内部統制システム』を定めており、当社グループの業務が適正かつ効率的に実

施されることを確保するための内部統制システムを整備しています。

内部統制システムの有効性については、内部監査担当部署が年間計画に基づき内部監査を実施し、重要な事項に

ついて取締役会及び監査役に報告しています。
 
 

　③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組み

　当社は、上記の基本方針のもと、平成19年６月27日開催の当社第131回定時株主総会において、「当社株式の大量

取得行為に関する対応策（買収防衛策）の導入の件」について承認をいただき、その後、平成21年６月29日開催の

当社第133回定時株主総会での継続導入の承認決議を経て、平成23年６月24日開催の当社第135回定時株主総会にお

いて、「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の継続導入の件」（以下「本プラン」といいま

す。）の承認をいただきました。

当社は、平成26年６月25日開催の第138回定時株主総会の終結の時をもって有効期間満了を迎える本プランの取扱

いについて検討した結果、現在の経営環境を前提とすると、本プランを継続することが必要不可欠なものではない

と判断し、平成26年５月13日開催の取締役会において、かかる有効期間満了をもって本プランを継続しないことを

決議しました。

　もっとも、当社は、本プランの有効期間満了後も引き続き、当社株式に対して大規模な買付行為や買付提案を行

おうとする者に対しては、関係する法令に従い、大規模買付行為の是非を株主の皆様が適切に判断するための必要

かつ十分な情報の開示を求め、あわせて当社取締役会の意見等を開示するとともに、株主の皆様の検討に必要な時

間の確保に努めるなど、適切な措置を講じてまいります。
 
 

　④ 基本方針の実現に資する取組みについての取締役会の判断

　当社は、上記基本方針を実現するための取組みとして上記②及び③の取組みを進めることにより、当社の企業価

値・株主共同の利益の確保・向上につなげられると考えていると同時に、当社の企業価値・株主共同の利益に資さ

ない大規模な買付行為や買付提案を行うことは困難になるものと考えています。また、大規模な買付行為や買付提

案を行う者が現れた場合も、その是非を株主の皆様が適切に判断するための必要かつ十分な情報及び時間の確保に

努めるなど、適切な措置を講じてまいります。したがって、上記②及び③の取組みは基本方針に沿うものであり、

当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しています。

 

（４）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるセグメント別の研究開発の金額は次のとおりです。

　制御事業 　　　　57億６百万円 （前年同期比 ６億47百万円増）

　計測事業　　　　 ７億48百万円 （前年同期比 　　87百万円増）

　航機その他事業　 １億38百万円 （前年同期比 　　16百万円減）

　合計　　 　 　　 65億93百万円 （前年同期比 ７億19百万円増）

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 268,624,510 268,624,510
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 268,624,510 268,624,510 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 268,624 － 43,401 － 36,350

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は、第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしています。

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,683,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 266,744,300 2,667,443 －

単元未満株式 普通株式    196,910 － －

発行済株式総数 268,624,510 － －

総株主の議決権 － 2,667,443 －

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

横河電機株式会社
東京都武蔵野市

中町二丁目９－32
1,683,300 － 1,683,300 0.63

計 － 1,683,300 － 1,683,300 0.63

　（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式数は、1,683,420株です。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しています。

 

２．監査証明について

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 65,306 75,768

受取手形及び売掛金 136,933 122,212

商品及び製品 15,216 15,867

仕掛品 8,113 9,785

原材料及び貯蔵品 10,389 10,611

その他 19,372 17,938

貸倒引当金 △2,316 △2,012

流動資産合計 253,014 250,171

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 48,603 46,656

その他 31,764 30,306

有形固定資産合計 80,368 76,962

無形固定資産   

ソフトウエア 18,887 20,558

のれん 4,181 21,362

その他 5,543 5,066

無形固定資産合計 28,612 46,986

投資その他の資産   

投資有価証券 42,718 40,342

その他 8,256 7,846

貸倒引当金 △197 △197

投資その他の資産合計 50,777 47,991

固定資産合計 159,757 171,941

資産合計 412,772 422,112
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 34,566 31,682

短期借入金 9,353 39,881

未払金 10,939 19,125

未払法人税等 4,204 3,942

前受金 31,898 31,221

賞与引当金 16,947 7,701

工事損失引当金 4,371 4,651

その他 21,318 20,241

流動負債合計 133,599 158,446

固定負債   

長期借入金 21,175 21,164

退職給付に係る負債 4,090 3,915

その他 7,015 6,060

固定負債合計 32,280 31,140

負債合計 165,879 189,587

純資産の部   

株主資本   

資本金 43,401 43,401

資本剰余金 54,473 54,473

利益剰余金 139,919 140,045

自己株式 △1,673 △1,673

株主資本合計 236,120 236,245

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 9,803 7,774

繰延ヘッジ損益 △122 △108

為替換算調整勘定 △3,942 △15,941

退職給付に係る調整累計額 △1,413 △1,384

その他の包括利益累計額合計 4,323 △9,659

非支配株主持分 6,448 5,939

純資産合計 246,892 232,525

負債純資産合計 412,772 422,112
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 92,690 89,939

売上原価 52,733 50,208

売上総利益 39,956 39,730

販売費及び一般管理費 33,315 34,643

営業利益 6,640 5,087

営業外収益   

受取利息 170 126

受取配当金 353 327

持分法による投資利益 177 213

その他 243 140

営業外収益合計 944 807

営業外費用   

支払利息 424 134

為替差損 157 70

その他 246 198

営業外費用合計 828 404

経常利益 6,756 5,490

特別利益   

固定資産売却益 768 4

投資有価証券売却益 29 -

特別利益合計 797 4

特別損失   

固定資産売却損 8 -

固定資産除却損 17 83

特別損失合計 25 83

税金等調整前四半期純利益 7,528 5,411

法人税、住民税及び事業税 2,282 2,124

法人税等調整額 △229 93

法人税等合計 2,053 2,217

四半期純利益 5,475 3,194

非支配株主に帰属する四半期純利益 362 114

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,112 3,080
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純利益 5,475 3,194

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,053 △2,043

繰延ヘッジ損益 △325 13

為替換算調整勘定 2,615 △12,457

退職給付に係る調整額 △66 137

持分法適用会社に対する持分相当額 7 △131

その他の包括利益合計 5,283 △14,481

四半期包括利益 10,759 △11,287

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 10,278 △10,903

非支配株主に係る四半期包括利益 480 △383
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

（１）連結の範囲の重要な変更

　　当第１四半期連結会計期間より、KBC Advanced Technologies Limited（旧社名：KBC Advanced Technologies

plc）を取得したことにより、同社およびその子会社19社を連結の範囲に含めています。

　　この結果、連結子会社数は107社となりました。

 

（２）持分法適用の範囲の重要な変更

　重要な変更はありません。

 

（会計方針の変更）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日。以下「回収

可能性適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する会計処理

の方法の一部を見直しています。

　回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第49項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当

第１四半期連結会計期間の期首時点において回収可能性適用指針第49項(3)①から③に該当する定めを適用した場合

の繰延税金資産及び繰延税金負債の額と、前連結会計年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額との差額を、当第

１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加算しています。

　これによる影響は軽微です。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半期連

　結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとお

　りです。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

減価償却費 3,529百万円 4,014百万円

のれんの償却額 41 599

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 1,545 6.00  平成27年３月31日  平成27年６月25日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日

定時株主総会
普通株式 3,336 12.50  平成28年３月31日  平成28年６月24日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額 制御 計測 航機その他 計

売上高       

外部顧客への売上高 83,576 5,014 4,099 92,690 － 92,690

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ 0 － 0 △0 －

計 83,576 5,014 4,099 92,690 △0 92,690

セグメント利益又は損失（△） 6,518 273 △151 6,640 － 6,640

（注）１．報告セグメントの利益又は損失は、営業利益又は損失の数値です。

２．調整額 △０百万円はセグメント間取引消去額です。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
四半期連結
損益計算書
計上額 制御 計測 航機その他 計

売上高       

外部顧客への売上高 81,287 4,768 3,882 89,939 － 89,939

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ 0 － 0 △0 －

計 81,287 4,768 3,882 89,939 △0 89,939

セグメント利益又は損失（△） 5,201 147 △262 5,087 － 5,087

（注）１．報告セグメントの利益又は損失は、営業利益又は損失の数値です。

２．調整額 △０百万円はセグメント間取引消去額です。
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（企業結合等関係）

　株式取得による会社等の買収

　当社は、平成28年２月17日に、KBC Advanced Technologies plc（本社：英国ウォルトン・オン・テムズ（サリー

州）、CEO：Andrew Howell、以下「KBC社」）と、KBC社の発行済普通株式のすべてを取得し、完全子会社化する手続

きを開始することに合意し、平成28年４月７日に株式を取得しました。

１． 企業結合の概要

　（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

　　被取得企業の名称　KBC Advanced Technologies plc

　　事業の内容　　　　石油・ガス産業向けソフトウェア及びコンサルティング・サービスの提供

　（２）企業結合を行った主な理由

　KBC社が有するお客様経営層向けプレミアム・コンサルティング・サービス及びソフトウェアと、当社の制御

機器を始めとする産業オートメーション分野における強みを融合することで、経営レベルから現場レベルまで、

多様なお客様に対しワンストップ・ソリューションを提供することが可能となります。

　また、お客様の資産のライフサイクルにわたり、コンサルティング・サービスや制御機器等を継続的に提供す

ることにより、既存のお客様に加えて新規のお客様にも、技術力並びに製品イノベーションの強化を通じた新た

な付加価値の提供が可能であると考えています。

　（３）企業結合日

　　平成28年４月７日

　（４）企業結合の法的形式

　　現金を対価とする株式取得

　（５）結合後企業の名称

　　KBC Advanced Technologies Limited

　（６）取得した議決権比率

　　100%

　（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

　　当社が、現金を対価としてKBC社の発行済株式の100%を取得したため

２． 四半期連結累計期間にかかる四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　平成28年４月１日から平成28年６月30日

３． 被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳

　　株式取得の対価　現金　180百万ポンド（279億21百万円）

４． 主要な取得関連費用の内容及び金額

　　アドバイザリー費用等　７億88百万円

５． 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　（１）発生したのれんの金額

　　200億92百万円

　　　なお、のれんの金額は、当第１四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的

に算定された金額です。

　（２）発生原因

　　今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力です。

　（３）償却方法及び償却期間

　　10年間にわたる均等償却
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 19円85銭 11円54銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
5,112 3,080

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（百万円）
5,112 3,080

普通株式の期中平均株式数（株） 257,535,324 266,941,111

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成28年８月８日

横河電機株式会社  

 

 取締役会　御中   

 

 有限責任監査法人　トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大 髙　俊 幸　 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小 林　弘 幸　 印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大和田　貴 之　 印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている横河電機株式会
社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成
28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、横河電機株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要
な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

 

EDINET提出書類

横河電機株式会社(E01878)

四半期報告書

18/18


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

